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１．はじめに

我が国における「学校の自律性」は，1998年，2005
年の中央教育審議会答申などに示されるように，地方

分権下における教育改革の方向性とされてきたもの

で，教育行政及び学校経営にかかる研究においても基

幹的概念として位置づけられてきた。我が国における

学校の自律性に関する先行研究では，先進諸国の教育

行政制度についてのケース・スタディに多くの蓄積が

見られ，これらは対象となる国あるいは州の制度およ

びその沿革に関する詳細な記述と制度に対する評価を

行うといったスタイルをとっている。他方で，我が国

における学校の自律性について論じた研究も存在し，

そこでは，学校に意思決定権限を委譲するために必要

とされるシステムや学校組織体制，あるいは学校への

権限委譲に伴う問題点を克服するための措置の方向性

について，海外の先進的な事例から得られた知見を踏

まえつつ論じられているようである。ただ，これらの

研究については，学校に意思決定権限を委譲すること

それ自体を目的としたものであるようにも見受けら

れ，いかなる領域においてどの程度の権限を学校に委

譲することが，学校における教育活動の改善につなが

るのかといった点についての実証的な検討はあまりな

されてこなかったように思われる。

本研究は，公立学校における自律性拡大，すなわち，

学校の意思決定権限の拡大とその行使によって，いか

なる帰結が生じうるのかという観点から，今後の実証

分析に示唆を得る上での予備的考察を行うことを企図

するものである。具体的に次の２つの作業をおこなう

こととしたい。１つは学校の自律性に関する邦語研究

を自律性拡大の帰結という観点から整理を行うととも

に，学校の自律性に関する制度変数の作用を扱った教

育生産関数研究を検討し，その課題について指摘する

ことである。もう１つは学校レベルの意思決定権限に
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関する制度について統一的な視点からその相違および

位置づけを明らかにし，権限の大きさに関する尺度を

推定することで，今後の “Large N Study” のための情
報を提供することである。

　次章以降の構成は以下の通りである。２章では「学

校の自律性」に関する先行研究を整理した上で，今後

の研究上の課題として，いかなる領域においてどの程

度の権限を学校に委譲することが学校教育の効果の向

上につながるのかといった視点に立った研究の必要性

を指摘する。また，３章では，学校の自律性の強化，

すなわち学校による意思決定権限の拡大が学校教育の

帰結に及ぼす影響について分析を行った海外の先行研

究を紹介し，その分析手法上の問題点について検討を

行う。続く４章では，義務教育段階における公立学校

の自律性についてヨーロッパおよび日本のデータを用

い，６つの領域における自律性尺度および総合的な自

律性尺度を推定し，国間における比較を行う。最後に，

５章では，学校の自律性尺度を推定することの含意と

今後における研究上の課題を指摘する。

２．先行研究の検討

Ａ．我が国における「学校の自律性」の実態

　我が国においては，1998年に出された中央教育審
議会答申「今後の地方教育行政の在り方について」に

おいて，「公立学校が地域の教育機関として，家庭や

地域の要請に応じ，できる限り各学校の判断によって

自主的・自律的に特色ある学校教育活動を展開できる

ようにするため，『教育委員会と学校の関係の見直し

と学校裁量権限の拡大』，『校長・教頭への適材の確保

と教職員の資質向上』，『学校運営組織の見直し』，『学

校の事務・業務の効率化』，『地域住民の学校運営への

参画』の５つの視点から，これに関連する制度とその

運用や事業の在り方について以下のような見直しを行

い，改善を図る必要がある」と提言されたことを契機

として，公立学校の設置管理者には学校運営に自律性

を持たせることが求められてきた。この「学校の自律

性」は，地方分権改革の下，地方政府による行財政運

営の手法の見直しを図る一環として提言されたもの

で，従来，教育委員会にあった権限を学校へ委譲する

ことによりパフォーマンスの向上を目指すとしたもの

といえる。しかし，具体的にいかなる権限を学校に委

譲することが提言されたのかといえば，例えば，校長

の教育方針に基づく特色ある教育活動の展開を目的と

して，校長の意見具申ができる限りとり入れられるよ

う人事異動の方法・手続等について工夫を講じること

や，学校関係予算の編成に際して，学校の意向が反映

される予算措置がなされるよう工夫を講じること，職

員会議や学校評議員を置くことができること等が明記

されるに留まっている。

　現状においては，答申における以上のような提言が

どの程度実現され，機能しているのかについては必ず

しも明らかにはされていないが，株式会社ベネッセ

コーポレーションによる平成18年度文部科学省委託
調査研究報告書（2007年３月）における全国の公立小
学校2,500校，公立中学校2,500校の校長（無作為抽出
による）と全国の市区町村に勤務する教育長1,864名
（悉皆）を対象とした調査（2006年12月実施）からそ
の実態を窺うことができる。調査結果によれば，学校

財務に関しては，校長裁量予算がある学校は１割強，

その半数程度は「20万円以下」であるとのことである。
また，学校予算の傾斜配分を行っている自治体は約１

割程度であるとされている。教員人事に関しては，６

割の校長が人事異動に際して具申した意見が「反映さ

れている」と回答し，８割弱の教育長が人事異動に際

して校長の具申した意見を「反映できている」と回答

している。ただ，半数以上の校長は学校が必要とする

人材がきちんと割り当てられていないと感じており，

学校が必要とする人材を割り当てできていると回答し

た教育長は６割に留まっている。

Ｂ．我が国における「学校の自律性」についての研究

　我が国の教育行政及び学校経営研究においては，先

進各国における学校の自律性について論じたものと，

我が国における学校の自律性について論じたものに大

別できよう。いずれにおいても，主に，①財務面での

学校裁量権限，②教員人事にかかる校長裁量，③教育

課程運営にかかる学校組織の自律性，の３点が議論の

対象となっている。

先行研究によれば，先進各国における自律的学校経

営に向けた取組みは，その実態のみでなく，その目的

や自律的学校経営が制度化されるまでの経緯，学校へ

の権限委譲がもたらす帰結についても，国によって

様々である。ここでは，学校への権限委譲の実態とこ

れがもたらす状況について評価を行っている先行研究

の例として，イギリス，アメリカ，オーストラリア，

オランダにおける学校の自律性を対象とした研究をい

くつか検討する。

まず，イギリスにおいて自律的学校経営にあたると

されるLMS（Local Management of Schools）は，地方
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教育当局による学校予算配分を在籍児童・生徒数に基

づいて行い，配分額の範囲内で予算編成を行う権限を

各学校の理事会に委譲するという仕組みであるが，こ

れは，学校財政に関する意思決定を教育活動の直接当

事者に委ねることで資源活用の有効性を高め，教育効

果の向上を図ることを目的としたものであると論じら

れる。このLMSを導入する目的について，それ自体
を否定する議論はなく，LMSは概ね定着していると
いう。ただ，日常的な財務経営に伴う技術的な問題は

当初から指摘されており，1999年以降実施されてい
る「公正な財政」政策の下で，監査委員会の視点から

は，学校への財政委譲の拡大を図ることに力点が置か

れる中で，委譲された権限を十分に生かすための学校

現場での体制づくりの問題が看過されている点，ま

た，地方教育当局が留保する費用の削減によって，地

方教育当局が行うべき事業やサービスの質的低下がも

たらされかねないという点について懸念が示されてい

ると論じられる（勝野2004）。
アメリカにおいても，SBM（School-Based Management）
と呼ばれる施策が，学校の自律性を高めることで学校

教育の質の向上を求める代表的な改革とされ，人事，

財政，カリキュラム編成など，従来学区教育委員会に

あった権限と責任を個々の学校へ委譲し，個別学校レ

ベルにおける意思決定のあり方を共同化するものであ

るとされる（浜田2004a, b　本多1992）。1980年代後半
～1990年代における教育研究者の間では，このSBM
は改革の成果として教授・学習の質的改善をもたら

しているか否かという点に関心が集中した。しかし，

SBMの実態として，権限委譲の内容には地域によっ
て格差がある上，その権限が財政・人事・カリキュラ

ム等の中心的な要件の統制にまで及ぶのは稀である。

その結果，教授・学習の質的向上に対する効果につい

ても否定的見解が少なくないという（浜田2004a）。例
えば，Shieldsらによって1991-92年度に全米を対象に
実施された調査によれば，効果的な学校の基準すべて

を充たしているのは，総合的な学校基盤型プログラム

を実施している学区すべての中の18％，貧困水準の低
い学区の中の15％に留まるといった実態も明らかに
されているのである（葉養2001）。
他方，オーストラリアでは，1970年代以降，首都直
轄区において，教育行政と学校経営の民主化を求める

強い世論の中で，カリキュラム，人事，財政に関する

学校への権限委譲が促進されてきたが，学校評価の一

つであるSchool Reviewがこうした自律的学校経営を
保障しているという。School Reviewとは，学校の自

由裁量によって行われる自己評価とは異なり，行政側

と学校側の双方の代表が評価主体となって５年に１度

公立学校の評価を行う制度で，学校改善と将来計画策

定を目指した定期的，体系的な学校評価を目指した仕

組みとして機能しているものである。つまり，学校に

権限を委譲し学校の主体性，多様性を許容しつつも，

定期的に学校側と行政側の協働による学校評価を行う

ことによって，自律的学校経営を展開させ，教育の質

を向上させているというのである（佐藤1996）。
さらに，オランダでは，「教育の自由」が憲法上の

基本権として保障されており，これは，「すべての国

民が自分にふさわしい方法で，自分にとって基本的な

意味をもつ精神的価値を実現させ，そのことによって

また社会の維持・発展に個人として寄与することがで

きる機会を持ちうることになる」と説明されていると

いうが，こうした「教育の自由」を背景として，親は

私立学校だけでなく，公立学校，しかも義務教育学校

についてもほとんどの場合において「学校選択の自

由」を持っており，各学校にもかなり広範な自律的権

限や自由が歴史的・伝統的に保障され，自己責任が求

められてきた。具体的には，ナショナル・レベルでの

教育課程基準が存在せず，各学校（学校理事会）が「学

校の教育計画」を２年毎に策定し，学校の教育方針や

学習の目標，教科の編成，学校の組織編成，成績評価

の基準と方式等を定めている。また，学校財務に関し

ては，従前は学校の自由な判断が働く余地はほとんど

なかったが，1996年以降は「包括的財政システム」の
下，各学校が教育運営上の必要性に基づいて独自の判

断で，人件費や物件費など費目を特定することなく包

括的に，多年度にまたがって財政計画を定立すること

ができるとされている。こうした自由の保障により，

「教育上の観念が学校の組織モデルに劣位するのでは

なく，学校の特別な教育目的や奉仕に対応した組織モ

デルを選択することが可能となった」と評価されてい

るという。さらに，こうした学校財政上の自律権に裏

付けられて，教員の選任権についても各学校の固有の

権限とされているのである。そして，こうしたオラン

ダの学校における広範かつ強度の自律的な権限は，学

校評価ないし教育監査制度によって担保されていると

のことである（結城2006a, b）。
我が国における学校の自律性に目を転じると，中教

審答申において提言された教員人事における校長裁量

の拡大（校長の意見具申に対する教育委員会による充

足率の向上，校長による特別非常勤講師等の採用の人

選）に関して，佐藤（2004）が，学校経営方針の実
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現のために，教員の転出入人事について校長が力量を

体得し行使する必要があるが，こうした力量がなけれ

ば，人材の均等配置主義を原則としようとする教育委

員会側の基本方針に対して説得力を持たないと指摘す

る。

また，学校での財務面での自律性に関して，竺沙

（2004）は，学校財務に関する市独自の規則の有無，
契約行為に係る権限，教育委員会から学校への予算配

分における学校予算要求の反映，学校裁量予算の有無

について，人口規模によって現状が異なることを指摘

した上で，学校の自律性を支えるシステムの構築は地

域の条件に応じて検討されなければならないとし，①

教育委員会の学校予算や財務に関する権限の明確化や

学校の裁量権の拡大が必要であるとともに，②学校に

おける事務組織の整備，及び③学校への配当予算の決

定方法と評価について検討が求められると指摘してい

る。加えて，本多（2003）は，学校の財務事務にかか
る学校の自律性の拡大は，ガバナンス改革の一環とし

て捉えることができるとする一方で，下位組織の長に

権限を付与し相対的に自由な活動を認めることは，そ

れだけ政治システムという行政の統制を期待されたシ

ステムからの影響を排除していくことを意味すると指

摘し，学校の自律性モデルは保護者・住民への説明責

任を伴うものとして構想される必要があると主張して

いる。

さらに，教育課程運営にかかる学校組織の自律性に

関しては，これを支える学校の財務面での自律性の向

上や教員人事にかかる校長裁量が拡大され，学校の財

的・人的資源を担保することが前提となるものとも考

えられるところである。ただ，露口（2004）において
は，学校裁量の拡大が特色あるカリキュラム開発や学

校改善に必ずしも結びつくものではないという海外で

の事例研究の成果を踏まえると，教育委員会と学校と

の関係に焦点を当てるだけでなく，学校組織内部のマ

ネジメントに焦点を当てた改革が必要であると主張さ

れている。

Ｃ．我が国における先行研究の総括と課題

以上の調査・分析を総括すると，学校の自律性を確

立・強化するにあたっての主な課題として，①学校へ

の権限委譲に伴い，学校がその権限を行使できるだけ

の技術や体制を具えること，②学校への権限委譲によ

り，教育行政当局の業務遂行の在り方を見直すこと，

③学校による権限行使に対して，評価及び民主的統制

を行うシステムを整えること，の３点を挙げることが

できるだろう。ただ，各国間において学校に委譲され

る権限の内容は異なるため，これらの課題が孕んでい

る問題性については国によって程度が異なるようであ

る。しかしながら，我が国における先行研究に共通し

ているのは，学校に権限を委譲し，学校の自律性を確

立・強化することが学校のパフォーマンスを向上させ

るという認識が前提とされていることであり，そこで

は，学校に権限を委譲すること自体が目的と捉えられ

ているものと見受けられる。例えば，佐藤（2004）は，
教員人事における校長裁量の拡大を図るには，人材の

均等配置主義を原則としようとする教育委員会側の基

本方針に対抗できる力量を校長が備えるべきであると

主張するが，ここでは人材の均等配置主義の持つ意義

が否定的に捉えられ，公立学校全体の質の維持・向上

を図るにあたって人材の均等配置主義が一定の意義を

持ってきたことについての考慮が欠けているように思

われる。人材の均等配置と人事権にかかる校長裁量の

拡大とのバランスをどのように捉えシステムに反映さ

せていくべきであるのかといった点について，実証に

基づく検討・考察が行われることが必要不可欠ではな

いだろうか。

　このように，学校の自律性の確立・強化が目的とし

てきた学校のパフォーマンス向上について，学校にど

のような権限をどの程度委譲することでこれが達成さ

れ得るものかという点について検証を行う研究がほと

んど蓄積されていないことは問題である。学校の自律

性の確立・強化を意図する教育改革の方向性を背景と

して，学校に委譲すべき権限の内容及び学校がその権

限を十分に行使するための技術や体制のあり方につい

ては今後の研究上の課題とされよう。

３．「学校の自律性」の帰結

Ａ．海外の先行研究における視角と知見

　上述のように，学校の自律性が教育活動にいかなる

帰結をもたらすかは近時の改革の方向性を評価する上

で不可欠の視点でありながら，この点に関する実証分

析の蓄積は多くはない。先行研究における議論をふま

えれば，学校組織の自律性について十全に論じるに

は，学校レベルで意思決定可能な範囲だけでなく，そ

の裁量を行使する主体の構成や能力まで検討すること

が必要となろう。加えて，学校組織の自律性の要件に

ついて研究者間で想定が異なるため，自律性の程度を

同定すること自体に困難が伴うということも指摘でき

る。しかしながら，少なくとも学校レベルでの意思決
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定権限が十分に存在することは，学校が自律性を有す

る上での最低条件である。その実態を比較可能な指標

によって把握し，またこれを独立変数として措定した

分析も現時点では意味のあるものと言えよう。

このような発想に基づくデータ収集および分析は，

既に海外の学校の効果性研究や教育生産関数研究にい

くつか見出すことができる。TIMSSおよびPISAなど
の国際学習到達度調査では学校レベルのデータを収集

しており，そのデータの中には学校レベルの権限に関

する項目も含まれている１。また，そのミクロデータ

を用いてテストスコアの要因分析が行われており，学

校の自律性の作用についての考察もいくつか見られ

る。OECD（2007a, b）は，PISAスコアの規定要因に
ついて生徒個人レベルおよび学校レベルの要因を分析

しており，予算，人事，教育内容のうち，予算に関す

る自律性がスコアに対してプラスに作用することを報

告している２。

また，Woessmann（2003a）は，TIMSS1995のデー
タを用いて生徒個人，教員，学校，国レベルの要因の

作用について分析している。学校レベルの権限の変数

として，予算，物品購入，教員採用，教員給与という

４つの権限の所在が用いられている。数学と理科のス

コアを個別に分析した結果によれば，予算に関する権

限と物品購入に関する権限の存在はスコアにプラス

の影響を与えておらず，教員採用・給与に関する権

限の存在はスコアを10ポイント（0.1標準偏差）程度
押し上げると報告しており，PISAのデータを用いた
OECD（2007a, b）と異なった結果を得ている。これ
らの分析における学校レベルの権限の作用に関する仮

説・解釈は必ずしも明確ではないが，より現場に近い

レベルでの意思決定が全て生徒の学力成果の向上と結

びついているわけではないことを示したものである。

学校の自律性の作用に関して，明示的な枠組みと仮

説を提示しているのがWoessmann（2003b）である。
Woessmann（2003b）は親と教育行政機関－学校―教
員との関係をプリンシパル―エージェント論の観点か

ら捉える。プリンシパル－エージェント論は委任関係

の分析枠組として広く社会科学で用いられている。そ

れは委任過程においてプリンシパル（主人）に位置づ

けられたアクターがいかにしてエージェント（代理

人）を統制し，アカウンタビリティを確保するかとい

う視点に立っている。一般的に委任関係は，プリンシ

パルが特定の活動において専門知識・技術を持たな

い，それに傾注する時間がない，集合行為問題を自発

的に解決できない，といった時に発生する。委任関係

において問題となるのはプリンシパルとエージェント

の間に選好の相違が存在し，エージェントが機会主義

的行動をとる余地が存在する場合である。

エージェンシーロスの縮減における１つの解決策

は，エージェントによる行動やその成果を可視化し，

プリンシパルとエージェント間の情報の非対称性を解

消することである。Woessmann（2003b）は学校教育
の文脈において「集権的な外部試験」（central exam）
がその役割を果たしていると想定する。外部試験は

必ずしも中央政府によるものではなく，地方政府あ

るいは民間機関など学校の外部機関による標準化さ

れた試験が外部試験と定義される。そしてWoessmann
（2003b）は，この外部試験の存在によって，学校レ
ベルの裁量が学習成果に及ぼす作用の在り方に相違が

もたらされるという仮説を立てている。すなわち，学

校，クラスという現場レベルのローカルな知識に基づ

いた教育活動がより高い成果をもたらす必要条件であ

るとしても，プリンシパルである親や教育行政機関に

対して成果に関する情報を可視化するという条件が伴

わなければ，高い成果は得られないという仮説であ

る。さらにWoessmann（2003b）は，表１のように仮
説を分節化している。すなわち，現場レベルの知識に

依存する程度と機会主義の程度によって場合分けをし

ている。表の各セルにおける－，0，＋の記号は成果
の高低を表している。表では機会主義が深刻なケース

であれば外部試験の有無が教育成果に大きな影響を及

ぼすことを示している３。

　TIMSS1995およびTIMSS-Repeatのミクロデータを
用いた分析では，学校予算と教員給与に関する権限の

生徒のスコアに対する作用は外部試験が存在するとき

に改善される一方で，物品購入，教員採用の権限につ

いてはむしろ外部試験の存在によってプラスの効果が

抑制されるという結果を得ている。最終的には「集権

的な外部試験は現場の自律性の良い面を引き出し，悪

い帰結を緩和することができることを分析結果は示し

ている。いくつかのケースで現場の意思決定の能力を

制約することがあるけれども，ポジティブなインセン

ティブ効果はその制約を補って余りあるものである」

と結論付けている。また，Fuchs&Woessmann（2007）
は同様の視点からPISA2000のミクロデータを用いて
分析を行っている。分析に用いられた学校レベルの権

限の所在に関する項目は，⑴授業内容，⑵教科書の選

択，⑶学校予算策定，⑷学校予算配分，⑸教員の採用，

⑹教員の解雇，⑺教員の初任給の決定，⑻教員給与の

増棒の決定，の８項目である。その分析結果によれば，
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教育内容，教科書選定，予算配分における権限は，外

部試験の存在によって効果が向上する一方で，教員採

用においては外部試験の存在によって効果が減少する

と報告している。

Ｂ．海外における先行研究の評価とその問題点

これらの学校の自律性の帰結に関する分析の結果は

興味深いものである。教育生産関数研究の文脈でいえ

ば，制度変数への着目は，社会経済的背景や政策的な

資源（教員給与，学級規模など）を主たる説明変数と

していた段階から一歩進んだものと評価できる。また

Woessmann（2003b）の学校組織の自律性に関わる制
度と他の制度との相互作用という視点は，より実りあ

る今後の展開を期待できる。

ただし，既存の研究においていくつかの重要な問

題点があるように思われる。上で紹介したWoessmann
（2003b）およびFuchs&Woessmann（2007）に関しては，
仮説の設定においてプリンシパル－エージェント論

を枠組として用いているが，プリンシパルによるエー

ジェントに対する賞罰の仕組みが存在していない場

合，その適用はやや無理があるのではないかと思われ

る。また「外部試験」が，プリンシパルである親の望

む成果に合致した情報を提供する仕組みであると言え

るかは疑問であり，あくまでも外部的機関による評価

の１つとして捉える必要があろう。さらに実証分析に

おいて用いられた「外部試験」に関する変数は，実際

には中等教育の修了試験の有無であり，あまりにも限

定的すぎる４。学校教育の成果として何を設定するか

にもよるが評価制度自体，制度設計にヴァリエーショ

ンが生じうる。佐藤（1996）が示唆するような学校ご
との課題に応じた多様性を包含する「協働的」な評価

の形態はその一例であろう。

そして全般的に言えるのが，データの問題であり，

PISAまたはTIMSSの学校レベルのデータを使用した

計量分析において次の３点で問題がある。第１は本

来，制度的なシステミックな変数でありながらPISA
やTIMSSの学校の権限に関するデータは，調査校の
校長の認識による申告に基づいている点である。第２

にPISAについては調査対象の生徒の所属する学校段
階（前期中等教育か後期中等教育か）が国間あるいは

国内で統一されていないという点である５。そして第

３に，これらの帰結として，同一の枠組み，説明変数

を用いたとしてもTIMSSとPISAのデータを用いた分
析ではまったく異なる結果を得ており，知見の頑健性

に欠けるという点である。

次章ではこのデータの問題について改めて検討し，

国レベルのシステミックな制度変数として学校レベル

の権限を把握することを試みる。

４．学校レベルの意思決定権限の比較分析

Ａ．データと方法

　前章で見たように，先行研究の実証分析において用

いられている学校組織の自律性（学校レベルの権限）

に関する変数には精度の点で問題があり，比較分析や

説明変数としての使用に際して難がある。本章では代

替のデータセットを用いて国レベルの制度的変数とし

て学校の権限に関する尺度を項目反応理論と呼ばれる

方法によって推定した上で，改めて比較分析し，今後

の分析のための基礎的考察を行う。

データについては，現時点において，学校の自律

性に関して日本と比較対象となりうる先進国全てを

カバーする統一的なデータベースは存在していないた

め，次善の策としてEuropean Commission（2005）の
データを用いることとしたい。このデータがカバーす

る国はヨーロッパ諸国に限定されるが，義務教育段

階（初等教育，前期中等教育）の制度に関して詳細な

情報を含んでおり，管見の限り最も有用なものであ

表１　Woessmann（2003b）による仮説

機会主義 
現場の知識

深刻

外部試験なし　／　外部試験あり

深刻でない

外部試験なし　／　外部試験あり

重要でない
［O1］

－－　　　／　　　 ０

［N1］
０　　　 ／ 　　　０

重要

試験によって定められる基準の範囲内
［O2］（a）

－ 　　　／　　　＋＋

［N2］（a）
＋　　　 ／ 　　　＋

試験によって定められる基準外
［O2］（b）

－　　　 ／ 　　　＋

［N2］（b）
＋＋　　　／　　　 ＋

注）　Woessmann（2003b，307）より作成。
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る。なお最新のデータとしてはEuropean Commission
（2009）があるが，掲載項目が限定されているた
め，European Commission（2005）の情報を優先する。
European Commission（2005, 105-6）のデータでは，各
国の義務教育段階の公立学校の44項目における意思
決定権限を「学校に権限なし」，「部分的に権限あり」，

「権限あり」の３段階で評価している。校長，教員，

学校理事会・協議会のいずれかに権限が属す場合に，

「学校」に権限があると判断される。44項目は以下の
６つの領域に分類される。

⑴　授業日数・時間数（education provision）７項目
ａ．年間授業日数

ｂ．年間授業時数

ｃ．週当たり授業時間数

ｄ．各科目授業時間数

ｅ．単位授業時間

ｆ．始業・終業日

ｇ．時間割

⑵　 教 育 内 容 と プ ロ セ ス（ teaching contents and 
process）８項目
ａ．教科書

ｂ．授業方法

ｃ．教育内容

ｄ．選択科目

ｅ．最低基準を超える必修科目

ｆ．生徒の成績評価

ｇ．生徒の進級

ｈ．終了試験の内容

⑶　 規 則・ 組 織 編 制（ school regulations and 
organizations）４項目
ａ．校則

ｂ．退学・停学の基準設定

ｃ．入学者受け入れの基準設定

ｄ．学級編制

⑷　 財 政 的・ 物 的 資 源（financial and material 
resources）７項目
ａ．学校予算全体の配分

ｂ．経常費の配分

ｃ．教材の取得

ｄ．コンピュータ設備の整備

ｅ．不動産の取得

ｆ．動産の取得

ｇ．維持修繕

⑸　人的資源（human resources）10項目
ａ．校長の任命

ｂ．教員数の設定

ｃ．新規教員の採用

ｄ．欠員教員の補充

ｅ．教員の解雇

ｆ．業績給

ｇ．超過勤務手当

ｈ．教員の担当授業時数

ｉ．労働時間

ｊ．研修

⑹　私的資金運用（private funds）８項目
ａ．寄付金の募集

ｂ．資金調達

ｃ．貸付金

ｄ．私的資金の経常費への流用

ｅ．私的資金による動産入手

ｆ．私的資金による事務職員の雇用

ｇ．私的資金による不動産の入手

ｈ．私的資金による教員の雇用

　ヨーロッパ30ヶ国35地域のデータに加え，日本に
ついても教育法規における規定を参照しながら同様の

データを作成した。表２はそのデータであり，先述の

「学校に権限なし」，「部分的に権限あり」，「権限あり」

の３つのカテゴリーについて順に１，２，３というよう

に権限の程度に沿ってコーディングした６。

この44項目の離散データから連続量の自律性の尺
度を得るために項目反応理論を用いる。項目反応理論

とは主に教育測定に用いられる手法であり，複数の

問題の解答に関する正答／誤答といった離散型デー

タから各問題の難易度を考慮して各被験者の「学力」

といった一元的な連続量の尺度を推定するものであ

る７。ただし，統計モデルとしては複数の離散データ

から連続量の潜在変数を推定するという性質のもので

あり，その用途は学力の測定に限定されるものではな

く，本稿の分析にも適用しうるものである８。本稿の

分析に即してモデル（段階的反応モデル）を記述する

と以下のように示される。

　Pr(Yij=1)=1－Φ (αjθi－βj1)
　Pr(Yij=2)=Φ (αjθi－βj1)－Φ (αjθi－βj2)
　Pr(Yij=3)=Φ (αjθi－βj2)

　Yij = 国 iの公立学校における項目ｊに関する権限の
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表
２
　
各
国
の
初
等
・
前
期
中
等
公
立
学
校
に
お
け
る
項
目
別
意
思
決
定
権
限

国
名

/項
目

1a
1b
1c
1d
1e
1f
1g

2a
2b
2c
2d
2e
2f
2g
2h

3a
3b
3c
3d

4a
4b
4c
4d
4e
4f
4g

5a
5b
5c
5d
5e
5f
5g
5h
5i
5j

6a
6b
6c
6d
6e
6f
6g
6h

オ
ー
ス
ト
リ
ア

2
2
2
2
2
2
3

2
3
2
2
2
2
2
2

2
1
1
3

1
2
2
2
1
2
2

1
1
1
1
1
1
1
2
1
3

3
3
2
3
3
1
1
1

ベ
ル
ギ
ー（
フ
ラ
ン
ス
語
圏
）
1
1
1
1
1
1
3

3
3
2
2
2
3
3
3

3
2
1
3

1
3
3
2
1
3
2

1
1
1
2
2
―
1
1
1
2

3
3
1
3
3
3
1
1

ベ
ル
ギ
ー（
ド
イ
ツ
語
圏
）

1
1
1
1
1
2
3

3
3
2
2
2
3
3
3

2
2
1
3

1
3
3
3
1
3
3

1
1
1
1
1
1
1
1
1
2

3
3
1
3
3
3
1
1

ベ
ル
ギ
ー（
フ
ラ
マ
ン
語
圏
）
1
2
2
3
1
2
3

3
3
3
3
3
3
3
3

2
2
2
2

1
3
3
3
1
3
3

3
1
3
3
3
―
2
2
3
3

3
3
3
3
3
3
3
3

チ
ェ
コ

1
1
1
2
1
2
3

2
3
2
3
3
3
3
―

3
2
1
3

1
2
2
3
1
2
2

1
2
3
3
3
―
1
1
3
3

3
3
1
3
2
1
2
1

デ
ン
マ
ー
ク

1
2
2
2
1
3
3

3
3
3
3
3
3
3
1

3
3
1
3

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

1
1
2
3
1
2
1
1
2
1

＊
1
1
3
1
1
1
1

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

1
2
2
2
2
3
3

3
3
2
2
1
2
3
―

3
2
2
3

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

1
1
＊
＊
1
―
1
1
2
＊

2
＊
1
＊
＊
1
1
1

フ
ラ
ン
ス

1
1
2
2
3
3
3

3
3
2
2
1
3
2
1

3
2
1
3

1
3
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あ
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＊
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。
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程度

Pr(Yij=k) = 国 iの公立学校におけるが項目ｊにおい
てｋ番目のカテゴリーを示す確率

Φ = 標準正規分布関数
αj = 項目ｊの識別力に関するパラメータ
βjk = 項目ｊにおいてk+1番目のカテゴリーを示す

「困難度」に関するパラメータ

θi = 国ｉの学校自律性に関する潜在変数

　焦点となるパラメータは各国の自律性に関する潜在

特性θである。パラメータα ,β ,θの推定はマルコフ
連鎖モンテカルロ法によって行う。段階的反応モデル

のベイズ推定についてはFox（2007）にその方法が示
されているが，パラメータαとβについては収束を早

めるため，Nandrum & Chen（1996）のパラメータ変
換の方法に従う。ギブズサンプラーによって２万回パ

ラメータを発生させ，後半の１万回の値を保存し，事

後分布統計量を算出した。

Ｂ．推定結果

　表３は項目反応理論による各国の学校の自律性に関

する尺度（θ）の推定結果（事後平均）である。自律

性の値については44項目全てを用いて推定した「総
合的な自律性」と前述の６つの領域別に推定した自律

性，計７種類の各国の値を示している。なお，全ての

尺度において平均は０，標準偏差は約１に標準化され

ている。表４は各カテゴリーでの自律性間の相関係数

を示したものである。まず総合的な指標について着目

すると，イングランド，ウェールズ，オランダといっ

た国・地域で学校自律性が際立って高く，ギリシャ，

ルクセンブルクといった国では自律性が低いことが分

かる。日本に関して言えば，平均値との比較において

0.8標準偏差も低く，学校の自律性は低い部類に入る
ことが確認できよう。

　次に各領域別の自律性についてみると，表４から

「授業日数・時間数」と「教育内容・プロセス」，「財

政的・物的資源」と「人的資源」，「財政的・物的資源」

と「私的資金運用」で比較的高い相関関係があること

が分かる。しかし，領域ごとの自律性の相関関係は必

ずしも全ての領域間で高い値とはなっておらず，６つ

の領域の自律性の高低が連動しているとは言い難いこ

とが分かる。

「授業日数・時間数」に関してはスウェーデンにお

いて自律性が極めて高く，「教育内容・プロセス」に

関してはベルギー（フラマン語圏），デンマーク，ス

ウェーデンで自律性が高い。「規則・組織編制」に関

しては項目数が少なく，精度は低いが，ポルトガルに

おいて自律性が高い。「財政的・物的資源」の自律性

についてはハンガリー，オランダにおいて高く，「人

的資源」の自律性についてはラトヴィア，オランダで

高い。「私的資金運用」に関する自律性についてはベ

ルギー（フラマン語圏），イタリアにおいて高くなっ

ている。また領域を通して見ると，自律的学校経営の

例として紹介されることの多いイングランドあるいは

オランダは全ての領域において平均的に自律性が高い

ことが分かる。日本に関して言えば，「授業日数・時

間数」に関しては自律性が高く，「規則・組織編制」

に関する自律性は平均程度であるが，その他の領域で

は大きく下回っている。特に基幹的ともいえる，「財

政的・物的資源」と「人的資源」における自律性に関

しては最低ないし最低に近い位置にある。

　本稿では単純な比較による考察に留めるが，今後の

実証分析において説明項に関するデータとして活用す

ることが期待される。

５．考察と今後の課題

　本稿の関心は，学校の自律性の確立・強化，すなわ

ち学校の意思決定権限の拡大が学校教育活動にもたら

す帰結にあり，その観点から先行研究の検討を行っ

た。また，学校の自律性が確立・強化されることの帰

結を実証的に分析する上で，学校の自律性の程度が比

較可能な変数として得られる必要があるが，既存の計

量的実証研究については用いられているデータに問題

があることを指摘した。そして，今後の実証分析の基

礎的作業として，代替データを用いて学校の自律性に

関する尺度を推定し，比較分析を行った。

　これまでの海外の事例紹介との対比によって日本に

おける公立学校組織レベルの権限が小さいこと，そし

て「今後の地方教育行政の在り方について」（1998年），
「新しい時代の義務教育を創造する」（2005年）などの
中央教育審議会の答申においても予算面，人事面で裁

量の乏しさが指摘されてきた。その点で本稿の４章で

行った分析は改めて従来の認識を確認するものであっ

たといえよう。ただし，重要なのは，そのような定性

レベルの学校裁量権限の多寡の把握ではなく，「どれ

くらい裁量が多いのか（少ないのか）」という定量的

なレベルの視点であり，それによる他の先進国の制度

との比較や位置づけの明示化である。このような把握

によって，学校の自律性を確立・強化することの帰結
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推
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を “Large-N Study” によって分析することが可能とな
ろう。

　以上の基礎的作業を踏まえ，今後の研究を展開する

上での課題を３点指摘しておく。

　第１の課題として，学校の自律性を確立・強化する

ことの帰結を他の制度との「相互作用」の関連から分

析することが挙げられる。すなわち，学校への権限委

譲が学校教育活動にもたらす影響については，学校組

織レベルの権限の多寡自体のみならず，他の制度の状

況に依存する可能性を念頭に入れて考察する必要があ

る。３章で紹介した先行研究は，外部評価制度と学校

組織の自律性との関係を分析の対象としていたが，そ

の他に考察すべき対象として親・住民の学校参加，学

校選択や校長人事，経営能力養成などに関する制度が

考えられる。また，学校が意思決定の単位であるなら

ば，その主体の範囲がどこまでなのか――校長なの

か，教員集団なのか，親・住民代表も含めたものなの

か――に関する議論も含まれなければならない。そ

してこれらの「相互作用」を検証する上で “Large N”
による研究デザインが不可欠となろう。

　第２の課題として，学校の自律性を確立・強化する

ことの帰結に関する多面的な分析である。３章で紹介

した先行研究は，いわば教育生産関数研究に位置づく

ものであり，生徒の学力テストスコアを従属変数とし

た時に，その規定要因として予算，人事などにおける

学校の持つ裁量権限の多寡を位置づけ，分析がなされ

ている。このような分析は重要であるとしても，複数

の視点からの考察が必要である。まず，学校の自律性

を確立・強化することの帰結を児童・生徒の学力など

の成果に焦点化した場合，学校への権限委譲が学校

間，地域間における教育成果の分布にどのような影響

を与えるかという観点からの分析も考えられる。これ

は，優秀な教員という限られた資源の配分問題として

顕在化する可能性がある教員人事に係る学校の権限強

化について検討する際に特に必要と思われる。また，

学校の自律性を確立・強化することの帰結を児童・生

徒の学力などの成果に限定せず，学校組織内の教育活

動のプロセスにも目を向けることが必要となろう。教

員の行動あるいは教員－児童・生徒間関係，教員－

親・保護者関係にどのような影響を与えているのかと

いった点が重要なテーマとなり得る。

そして，第３の課題としては，学校の持つ意思決定

権限に関するデータの充実である。４章で扱ったデー

タは授業時間・日数，教育内容，組織編制，予算，人

事，私的資金運用の６つの領域に関する広範なもので

あるが，領域によっては自律的な学校経営の在り方

を規定している要因としてさらに必要な情報もあろ

う。予算における節間・細節間流用や複数年度予算の

有無などはその一例である。また，４章で扱ったデー

タはヨーロッパ諸国を対象としたデータであり，同一

フォーマットで筆者らが日本についてコーディング

し，データを構成したものであるが，同様の作業は非

ヨーロッパ諸国についても行われることが期待され

る。その上で，改めて日本の「学校の自律性」を支え

る制度の位置づけが試みられることになろう。

 （指導教員　勝野正章准教授）

注

１　例えばPISA2006では，校長を対象とした調査票には，人事，
予算，教育内容などの11項目に関して責任の所在がどこにある

かを問う設問がある。

２　OECD（2007）の分析では11項目から主成分分析によって抽出
した人事，予算，教育内容に関する主成分得点を用いて分析を

行っている。

３　ただしWoessamann（2003a）は学校内部での意思決定の領域に
おいて機会主義の深刻さ，現場レベルの知識の重要性について

区分する明示的な基準を設けているわけではなく，アドホック

な面は否めない。

４　外部試験の有無のデータは「大学の入学試験を識別していな

い」とされている。それによれば，日本は外部試験が存在する

ということになっている。

５　PISAは15歳時点での生徒の学習到達度を測定しており，諸変
数はその時点までに累積的な影響を与えていると考えられる。

表４　各領域自律性間の相関係数

授業日数・時間数 教育内容・プロセス 規則・組織編制 財政的・物的資源 人的資源 私的資金運用

授業日数・時間数 1.000 
教育内容・プロセス 0.555 1.000 
規則・組織編制 0.194 0.365 1.000 
財政的・物的資源 0.209 0.314 0.366 1.000 
人的資源 0.429 0.487 0.327 0.537 1.000 
私的資金運用 0.373 0.435 0.308 0.582 0.442 1.000 
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それゆえに学校レベル，制度レベルの変数は初等教育または前

期中等教育段階のものに統一するのが合理的である。しかし，

実際のデータでは調査対象の生徒が後期中等教育機関に所属し

ている国がある。例えば日本では調査対象者全員が高校１年生

であり，学校レベル変数は所属高校に関するものである。

６　意思決定権限が地方教育行政機関に委任されうるというケース

は，「部分的に自律性あり」に含めた。

７　項目反応理論の詳細については豊田（2005）などを参照。

８　PISAではSESインデックスの推定などに用いられている。心理
学，教育測定分野以外の応用としては，政治学におけるTreier 
and Jackman（2007）など。
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